Ⅰ　「社会参加」について

社会の急激な変化は、人々の生活様式や価値観を大きく変容させた。地域社会での人間関係はもとより、身近な家族との関係までが希薄化する中で、様々な社会問題が発生し、人々の間の信頼感が喪失しつつある。また、社会への所属感や地域での連帯感を感じる機会が減少し、周囲の人々から孤立した生活を求める傾向が高まるなど、「行き過ぎた『個』への傾倒」という指摘（大阪府社会教育委員会議提言「家庭・地域社会の教育力向上に向けて～教育コミュニティづくりの勧め～」平成１１年１月）もされている。
一方で、人々は様々な社会問題に直面したとき、改めて他者や社会とのつながりのなさを意識するようになった。より豊かに生きていくためには、自己肯定感や他者への信頼感を得ることが重要である。人々の間には、地域や社会とのつながりを持つことへのニーズが生まれてきている。
行政においても、様々な課題解決のために施策を展開してきている。今日、より効果的な施策を実施していくためには、「人と人とのつながり」や、受け皿としての「地域社会」の重要性が認識されるようになった。

　　また、企業や経済分野だけでなく、教育や福祉の分野でも、「人と人とがつながりあう」ことで作られる信頼やネットワークを重視する、「ソーシャル・キャピタル」の有効性が広く認識されるようになっており、これを豊かにする方策がそれぞれの分野で模索されている。
地域におけるソーシャル・キャピタルを豊かにする原動力として、より多くの人々の社会参加を促進することが重要である。社会参加とは、『個人や社会の現状をより豊かにするために、今よりもあと少しの広がりを意識して、新たな人たちと出会うことに向けた行動』であり、そのプロセスにおいて、参加者は自分や他者のかけがえのなさや、人々が協働することの大切さに気づくとともに、社会や自分たちの住むところが少しでもよくなることをめざした、さらなる活動につながるものである。
社会参加は、まさしく人と人とがつながりあう、きっかけ・場面であり、
人と人とのつながりの構築を目的とする社会教育からのアプローチを期待したい。
Ⅱ　「社会参加」の促進に向けて

１　参加促進の方向性
地域活動への参加体験の少ない人々にとっては、「参加」というと、一度参加するといい加減なことはできないというように、ハードルの高いもの、過大な負担感をもたらすものと捉えがちだが、たまたま当日チラシを見て参加することや、周辺で応援することなども参加の一形態といえる。
多様な価値観や生活様式が存在する現代社会において、人々の参加を促進するためには、必ずしも活動の中心を担う必要はないことや、一時的な参加であってもよいことなど、ためらわず参加できるような情報を発信することが重要である。

また、活動には自治会などの「地縁型活動」だけでなく、ＮＰＯなどによる「目的志向型活動」など多様な形態がある。どの団体・組織においても、人々の参加を柔軟に受けとめ、他団体・組織との「ゆるやかな連携」を持ち、人々を様々な活動につなぐ役割を果たすことが重要である。そのことが、新たな人や活動の受け入れにつながるなど、団体・組織自体の活性化をもたらすという認識を持つことが求められている。

さらに、参加に関する多様な情報を、誰にでも分かりやすい形で、様々な人に発信できることが必要であり、いわゆるコミュニケーションデザインも意識した、きめ細やかな情報の収集・加工・発信について考えることが求められる。

その際、多様な人に参加を促す手段として、ＩＴの活用がさらに進むと思われる。ＩＴのもつ匿名性やバーチャルな関係性に留意し、その機能を最大限活用することが望まれる。

　　加えて、ＩＴを活用できない状況にある人たちの参加が阻害されることのないよう、情報提供のための様々な手段や方法を工夫することに留意する必要がある。
２　主として働きかける対象

　　人々を参加の現状という観点から見たとき、活動内容や目的と自分のスキルや思いが一致することで「主体的に参加・参画している人」がいる。また、現在、参加していない人については、情報がもたらされていないこと等により「きっかけがない人」、つながりの重要性に気づいていなかったり、わずらわしいと思うこと等により「関心を持たない人」がいる。
それぞれの人の状況に応じて参加を促進していくことは当然であるが、人生におけるそれぞれの時期・状況によっては、「参加しない」という選択肢もありえるし、参加について「かくあるべし」と特定の価値観を押し付けるものであってはならないことに留意することが必要である。
また、それぞれの状況の人たちの中には、障害や疾病、経済的理由等により本人の意思に関わりなく参加しにくい状況にある人たちが含まれている。これらの状況にある人たちの参加は、当事者はもとより、一緒に活動する人にとっても、その活動の深まりという観点から重要であり、当然のこととして常に念頭に置かれるべきものである。

地域の活動に関する、国の調査（平成１６年版国民生活白書）では、ＮＰＯやボランティア、地域の活動などに、今後、参加したいという人が半数以上であり、「きっかけ」や「情報」等がないことが参加への阻害要因だが、今後は参加したいという人が約３割存在すると報告されている。さらに、いわゆる団塊の世代が順次退職を迎える。その３～４割が地域での活動に意欲を持っているともいわれる。
このように、地域活動に参加したいという潜在的なニーズが多いことに注目したい。とりわけ、「きっかけ」のない人に働きかけることにより、活動の周辺にいた人たちへ徐々に参加の輪を広げ、これまで参加しなかったり、参加しにくかった人も少しずつ参加へ近づいていくことになる。

参加を促進するためには、「きっかけ」があれば参加する人への働きかけを中心に進めることが効果的である。
Ⅲ　大阪府の社会教育行政の取組みの現状と課題
大阪府の社会教育行政においては、社会教育施設の整備、学習機会の提供、社会教育関係団体や指導者の育成、教材・プログラムの開発・提供など、これまでもそれぞれの時期に必要とされる施策を展開してきた。

こうした中、当会議は平成１１年１月に、学校、家庭、地域が子どものすこやかな成長発達を促していくため、日常的・継続的に関わるシステムとして、「教育コミュニティづくり」の提言を行い、人々のつながりの重要性を述べた。
この提言を受け、大阪府では平成１２年度から取組みが始まった。
この「教育コミュニティづくり」では、地域の実情に応じた様々な活動が定着してきている。一方、将来を見渡したとき、「特定の人だけの参加」や「限られた人だけが活動をリードする」状態があるなど、様々な課題が提起されている。
□「教育コミュニティづくり」の課題（Ｈ１６年度大阪大学渥美公秀研究室委託調査）
１）就学前から中学校段階までを包括するような「つながり」が
できていない

２）多数の参加から多様な人々の参加や意見を反映させた活動が
できていない

３）「教育コミュニティづくり」の活動の理念が浸透していない

４）活動に参加しにくい人たちに対する支援方法が工夫されてい
ない

５）具体的な活動の場が見つからないという人に対する働きかけ
　　　が工夫されていない

６）一部のキーパーソンへの負担が集中している
７）地域間における相互協力を進めるための市町村域での連絡調整
が十分ではない
　　「教育コミュニティづくり」において提示された課題をふまえ、府民の社会参加を促進するためには、具体的にどのような働きかけが有効であるかを検討するため、「すこやかネット」の関係者を中心に、参加を促すコツやヒント等を直接聞き取る、「フォーカス・グループ・インタビュー調査」ならびに「聞き取り調査」を実施した。

二つの調査から、参加を促進する要因としては、「分かりやすい理念」「身近な人からの働きかけ」「自由度の高い活動内容」などが、阻害要因としては、「時間が（合わ）ない」「一緒に参加できる人がいない」「情報が（届か）ない」などが浮かびあがってきた。

□フォーカス・グループ・インタビュー調査　

　　＊参加促進要因

・身近な人に誘われた　
・キーパーソン（中心人物）に共鳴した
・一緒に参加する人の存在

・アドバイスやサポートしてくれる人の存在　等
＊参加阻害要因

・仕事をしていると時間がない　
・どこで何をやっているか情報が入ってこない
・一緒に参加できる人がいない
・役割が集中し負担になる　等
□聞き取り調査
＊参加促進要因

・活動が気楽で楽しい
・活動目的が明確である
・情報提供の工夫
・活動のなかに安心感がある
・不動のテーマでの活動　等
より多くの府民の参加を促進するためには、個人の意欲と情報や団体・組織を効果的につなぐこと、さらには、具体的な活動を展開していく場や機会を設定、提供することが重要である。
Ⅳ　大阪府における新たな社会参加促進システムづくりの提案
１　社会教育における参加促進のキーワード　―「つなぐ」―

近年、企業の社会貢献活動に関心が集まっている。個別の地域活動に対して企業が自らの理念に照らして資金提供するなど、地域と企業のつながりの中で、行政では対応が難しい支援が展開される地域も出てきている。つながることで、既存の地域リソースが新しい役割を果たすようになってきており、企業の社会貢献活動は、今後、地域社会の欠くことができない要素として考えていくべきである。

大阪府が推進している「教育コミュニティづくり」では、学校・家庭・地域がつながり、子どもの課題に対処する新しい動きを生み出した。

改めて「つなぐ」という観点で、地域の団体・組織や社会教育行政のあり方、地域活動の内容などを見直し、府民の社会参加を促す新しい動きを作り出していくことが望まれる。

また、「教育コミュニティづくり」は、従来の「地縁型」の活動団体・組織が中心となって、子どもの課題に対処するという「目的志向型」の活動を地域で展開している。ＮＰＯの参画が見られるなど、今後、より幅広いタイプの団体・組織の参画や、より多様な取組みが想定されることから、様々な形態の参加を促すための適切な場と考えられる。

２　新たな社会参加促進システムづくりの提案

人々には、地域や社会とのつながりに対するニーズや参加への潜在的な意欲があり、団体・組織においては、新たな人に参加してもらいたいという思いがある。

これらをうまくつなげていくことができれば、社会参加が促進され、そこでの活動を通じて自己肯定感や地域社会・他者への信頼感が育まれるとともに、地域課題等に人々が進んで対応していく社会をつくりだすことができる。

住民は、団体・組織の活動や行政の働きかけに関心を持つことで、何か活動をしてみたいと思ったとき、それに適した情報を得ることが容易になる。また、継続して活動に参加する中で、居場所感や自己肯定感とともに、やってよかったという満足感も得られる。

団体・組織は、住民や他団体・組織、行政と日常的な連携を図ることで、自分たちだけでは解決できない課題に対処するノウハウを得ることができる。また、新たな人材が継続的に供給されたり、活動の新たな展開が図られるなど、団体・組織自身の活性化にも結びついていく。

行政としても、住民や団体・組織とこれまで以上にきめ細かなつながりを築くことで、域内の状況やニーズを正確に把握できることとなり、地域の活動の活性化に結びつく、より効果的な施策を展開することができる。

このような、住民、団体・組織、行政が互いにつながりあうシステムづくりが望まれている。

しかしながら、現状を見てみると、必ずしも順調につながっているとはいえない状況にある。

その原因として、住民においては、参加に対するハードルの高さや、活動における負担感などを必要以上に感じていたり、団体・組織としては、効果的な情報発信の方法や活動を進めていくスキルなどが十分に身についていないことなどが考えられる。また、行政としても、効果的な支援方策が提供しにくいといった状況も見受けられる。

　地域活動において、住民、団体・組織、行政がつながりあうことで、これらの原因の多くは解消される。

社会教育行政においては、団体・組織、住民それぞれがつなぐ意識を持ち、つながりあうことの有効性を理解・実感できる機会を提供するとともに、進んで「つながる」関係が構築されるよう、直接的な働きかけや、仲介する機能を提供するなどの支援に努めることが重要である。

具体的には、市町村行政担当者や地域コーディネーター、各団体・組織リーダーなど、本来、住民、団体・組織、行政を相互につなぐ役割を担うことを期待されている人たちが、改めて、その仲介機能の重要性を認識するとともに、それぞれの場で効果的な活動をすることが求められている。

府においては、広域行政の観点から、市町村等に対して、この仲介機能の強化を図る具体的な方策を提示するとともに、その支えとして、地域活動にかかわっているそれぞれの人や団体・組織が個別に持っている知恵（地域活動のコツ・ヒント）を集積し、わかりやすく加工したうえで提供することが求められている。



３　府と市町村、住民の連携と役割分担

社会参加は住民の主体的な行動によるものである。その前提をふまえたうえで、社会参加の促進に際し、府と市町村、住民が連携し、それぞれの特質に応じた役割を果たすことが期待されている。

住民と市町村、府が、情報交換や事業実施などにともに取り組むことで、地域において、多様な参加の機会が提供される。

	住　　民
	・住民、とりわけ、活動に「主体的に参加・参画している人」は、住民、団体・組織や行政担当者との協働の機会を増やし、様々な人々の参加のきっかけを、より多く提供することが期待される。

・さらに、次の活動を担う後継者の育成に留意することにより継続した活動を展開していくことが望まれる。

	市　町　村
	・市町村は、個々の地域にきめ細かな情報を直接提供できる、住民にもっとも身近な行政組織であることから、住民の参加を積極的に促進する役割を担うことが期待される。

・住民の活動やニーズを正確に把握し、参加を促進する施策を実施するにあたり、地域の実態を丹念に調査し、専門的見地から検討するために、中長期的な観点から社会教育主事等専門職員の計画的育成・配置などに取り組むことが必要である。

	府
	・府は、広域行政として、府域全体で社会参加を促進する施策を展開できることから、人材養成や先導的事例の普及などを通した意識啓発や参加促進のための情報提供、モデル事業を実施するなど、市町村に対する継続的な支援に努めることが必要である。








ソーシャル・キャピタル


＊「ソーシャル・キャピタル」とは、直訳すると「社会資本」となるが、ここでは都市基盤のようなハードな「モノ」ではなく、人間関係のネットワークやそのネットワークが育む相互理解、信頼、規範などの、いわばソフトな「関係」のことをさしている。


＊ソーシャル・キャピタル研究の第一人者とされるアメリカの政治学者ロバート・パットナムによれば、このようなソーシャル・キャピタルの蓄積が、人々の自発的な協力を促し、経済面や社会面での様々な成果を生み出すという。


＊信頼感や共通の規範に裏打ちされた人々のつながりが、経済発展や教育・福祉の向上、近隣の治安の向上や健康・幸福感の増進をもたらし、ひいては民主主義というものを実質的に機能させていくというのである。





○主体的に参加・参画している人


＊特定の人たちの活動には、継続性・日常性という点では限界がある。活動の広がり・深まりという観点から、これらの人たちがより多様な人々の参加を働きかけていくという意識を持つことが必要である。


○きっかけがない人


＊活動に対する不安感を和らげ、様々な参加形態や多様な活動を広く紹介するなどの働きかけにより、参加を促進できるものと思われる。


○関心を持たない人


＊多様な働きかけを工夫することや、周りの雰囲気を醸成していくことで、まず日常的に関心を引き出すことからはじめる必要がある。





提案１　仲介（つなぐ）機能強化


＊「つなぐ機能」を発揮し、人や団体・組織をつないで、参加を促進する役割を担う人材を育成する。


＊府は、「つなぐ機能」を実現するためのスキルを学ぶプログラムを開発し、研修を実施する。


＊市町村は「つなぐ機能」を発揮している人たちの活動情報を発信して、地域の団体へ「つなぐ機能」の重要性について啓発を進める。








「教育コミュニティ」とは


＊「教育コミュニティ」とは、教育を通じて人々のつながりが生まれ、ネットワークがつくられていく地域のことであり、そのような地域づくりをめざした活動でもある。（池田寛『地域の教育改革』）


＊「教育コミュニティづくり」によってつながった地域での人間関係が、子どもの課題のみならず様々な地域課題にも対応していくよう想定されている。





「すこやかネット」とは


＊「教育コミュニティづくり」の推進組織として、中学校区単位に地域教育協議会（すこやかネット）を設置、各団体間の連絡調整を行い、地域の実情に応じた取組みを展開している。





◎フォーカス・グループ・インタビュー調査


（Ｈ１８年度大阪大学中村安秀研究室委託調査）


＊府北部の豊中市と南部の田尻町を調査地域にして、活動の中心となっている人と活動の周辺にいる人から参加促進要因・阻害要因を聞き取るグループインタビューを実施した。





◎聞き取り調査（Ｈ18年度大阪府教育委員会事務局調査）


＊活発に活動している団体や組織の中心となっている人から、参加を促進する要因の聞き取りを実施した。


＊調査対象は、「上町台地からまちを考える会」「大阪ボランティア協会」「女性と仕事研究所」「子育てサークルはらっぱ」「松原第七中地域教育協議会」「富秋中地域教育協議会」





提案２　地域活動にかかる「知恵の集積・加工・提供」


＊様々な「知恵」（地域活動のコツ・ヒント）を「道具」に見立てて、集積し、それぞれの必要に応じて活用できるような仕掛けとして「道具箱」を作成する。


＊その作成過程に、多くの住民が参加できる工夫をすることで、その「仕掛け」を作成すること自体に住民の参加を促す機能を持たせる。


＊府は「道具箱」のモデルを作成し、地域に散在する知恵を収集して、わかりやすく加工し、より多くの人が活用しやすいようＨＰ等で発信する。


＊市町村においては、市町村域での「道具箱」を作成し、地域の実情に応じた「知恵」を集積・加工・提供することが望ましい。
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